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特定事業者の

主たる業種

情報通信機械器具製造業

(ラジオ受信機 テレビジョン受信機製造業)

該当する事業
者要件

口 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模
エネルギー使用事業者 (原油に換

:雷督号」皆骨督書を脅管を::官計骨ナ資暑考尋署g昏暫畳冒晶暑昂ど倉曾畳漏畳最雷民f替暑繁舌寺
計 画 期 間 平成  18 年   4 月 平成 20  年 3 月

基 本 方 針 エネルギ
ーの使用合理化の推進により、エネルギー原単位(実質生産高原単位)対前年度比20/c以上削減を目標とする。

推 進 体 常」省エネ法に基づくエネルギ
ー推進体制及び環境マネジメントシステムによリエネルギ

ーの使用合理化を推進する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、エ 画  内

13-19 工場製造部門 JITttEIJの推進による生産性向上及び省エネ活動により、エネルギ
ー使用窪を削減する。

18-19 事務所部門 老朽化した奎調設備を高効率機器へ更新する。

18‐ 19 原動力設備部門 小型エアー圧縮機導入によるによる運転の効率化を図る。

トップランナー変圧澤への更新及び局部変電所 変圧器集約化する。

小型貫流ボイラ
ーを多缶設置 し台数制御装置を導入する。

温室効果ガス
の排出量等

排出区分
丞準年度 (実績 '

(平成 17)年 度

て二酸化炭素複第 〈せ))

日検年度 (計回 )

(平成19)年度
(二酸化炭素換算 〈1))

削減率

(計画)
(/3)

A事 業所等排出区分 10,329 t 9,612 t -69%

B輸 送車両llF出区分 t t /・

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ・1            10,329 t ・夕             9,612 t %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
日標年度 (計画)

(二酸イヒ炭素張環 (1

森林の保全及び整備 〈整備面積) O ha 〈吸収二) O  t

府内産の本材の利用 〈利用畳) Om・ 〈百J減費) O  t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈売電量) 0■wh (HJtta) O  t

〈熱供給室) OG」 て削減畳) O  t

グリーン電力の購入 (購入畳) 0【wh (削減畳) O t

削減量等合計 ,               O t

差引排出量

〈排出合計一椅り波等合計,

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

メ1            10,329 t |り(・■)          9】 612 t ‐69 %

特 記 事 事

工移 電機(全社)地球温暖|ヒ防止(第5次環境計画ぐ06年度
～ 10年度 5年))で33万 t,C02削減する。

2京都製作所 エネルギー原単位(実質生産高原単位)対前年度比2%以上削減を目標とする。

3特 定フロン(R12)の削減  既 設R12冷 媒 タ
ーボ冷凍機の更新

4グ リーン調達に対する支援 … 「グリーン認定ガイ ドラインJの原案作成及びPR

5エ コロジス活動の推進  積 栽効率の向上 10トレ車積較物量を平成17年度(05年度)比16%削減

6産 業廃菜物の削lPxと再資源化 …ゼロエミッション活動推進

7省 エネ製品の開発  待 機電力の削減

8地 球温暖化防上国民運動(チーム マイナス6%)への参加

9従 業員夕ヽの環境教育の実施                    __
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